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ポーランド週報 
（２０２３年５月１８日～２０２３年５月２４日） 

令和５年（２０２３年）５月２６日 

H E A D L I N E S 

政治 
「市民プラットフォーム」（ＰＯ）、国防大臣に対する不信任決議案の提出を発表 

憲法法廷に関する人権擁護官インタビュー記事 

キャンパス・フューチャー・ポーランドを巡る動向 

選挙制度に関するインタビュー記事 

「合意」と「アグロユニオン」の協力関係の解消 

憲法法廷法改正案を巡る動き 

ジョブロ法相とモラヴィエツキ首相との相互批判 

デジタル化大臣、「法と正義」（ＰｉＳ）のヴロツワフにおける下院議員第１候補へ 

選挙公約の評価に関する世論調査 

ゲルヴェル外務次官と李輝中国政府ユーラシア事務特別代表との会談 

伊防空駆逐艦のポーランド展開 

ラウ外相のＥＵ外務理事会出席 

ウクライナのＦ－１６戦闘機パイロットに対する訓練 

ラウ外相とアルバレス・ブエノ・スペイン外相及びアウレスク・ルーマニア外相との会談 

ドゥダ大統領の英国訪問 

ブカレスト・ナイン国家安全保障顧問会議 

新世代潜水艦の調達 

ステファンチューク・ウクライナ最高会議議長のポーランド訪問 
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治安等 
ニュースサイトに対するサイバー攻撃が発生 

犯罪組織による密輸・密航が活発化 

 

経済 
４月商品小売売上高７．３％減 

４月工業生産販売額６．４％減 

２０２３年給与上昇率９％増見込み 

日・ポーランド企業、ウクライナに於いて、グリーン水素・アンモニア製造へ 

ＶＩＳＡ、ポーランドにグローバル・テクノロジーハブ開設へ 

ヤマルパイプラインを通じたガス供給停止に対し、露ガスプロムに１０億ユーロ以上の補償を要求 

ポーランド電力価格 

国営電力会社、洋上風力発電所建設の資金確保 

駐ポーランド独大使、ノルドストリームは間違いだったと発言 
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大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

「たびレジ」への登録のお願い 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

マイナンバーカード取得のお願い 

年金受給者の現況届提出について 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 

旅券のオンライン申請等の開始について 
大使館広報文化センター開館時間 

文化行事・大使館関連行事 

 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８、 ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ 

http://www.pl.emb-japan.go.jp 

 

政   治 

 

「市民プラットフォーム」（ＰＯ）、国防大臣に対する不

信任決議案の提出を発表【１８日】 

１８日、トゥスク「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首

は、ブワシュチャク副首相兼国防大臣に対する不信

任決議案を提出すると発表した。同党首は、議会に

おける野党全体が同国防相に対する不信任決議案

を提出する用意が整っているはずだということを確信

していると述べた。 

 

憲法法廷に関する人権擁護官インタビュー記事【１８

日】 

１８日、ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙は、ヴィオン

ツェク人権擁護官のインタビュー記事を掲載した。同

人権擁護官は、憲法法廷について、大法廷を開くた

めに必要とされる判事の人数を減らす法案は、アド

ホックな問題解決に過ぎず、憲法法廷が陥っている

危機の問題解決には繋がらないと述べ、１５人の判

事のうち、３人の地位については未だに疑問が残る

と説明した。また、同人権擁護官は、プシウェンプス

カ憲法法廷長官の任期を巡る論争について、任命

時点では古い規則が適用され、任期は２０２４年まで

続くはずであるという解釈を支持した。 

 

キャンパス・フューチャー・ポーランドを巡る動向【２０

日】 

２０日、チシャスコフスキ「市民プラットフォーム」（Ｐ

Ｏ）副党首（ワルシャワ市長）は、本年も「キャンパス・

フューチャー・ポーランド」が８月２５日から３１日にか

けてオルシュティンで行われる旨を発表した。同副党

首がイニシアティブをとる同イベントでは、政治や社

会問題に関心を抱く若者が集い、さまざまな課題に

ついてゲスト・スピーカーを交えながら議論が行われ

る。今年は第３回となり、昨年はトゥスクＰＯ副党首や

ホウォヴニャ「ポーランド２０５０」党首などがゲストと

して登壇した。 

 

選挙制度に関するインタビュー記事【２２日】 

２２日、ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙は、ピェト

シャク国家選挙事務局（ＫＢＷ）所長のインタビュー

記事を掲載した。ＫＢＷの試算によれば、投票所の

数は４，０００か所増え（現在は２７，０００か所）、主

にポーランドの北部と西部に最も多くの投票所が新

しく設置されるという。また、在外投票については、

全国選挙委員会（ＰＫＷ）が、より多くの選挙区委員

会を設けるよう外務省に働きかけており、外務省は

約４００個の委員会を設置する予定であるという。こ

れらの変更が生じることにより、秋の議会選挙にか

かる費用は過去最高に達する見込みである。 

 

「合意」と「アグロユニオン」の協力関係の解消【２３

日】 

２３日、「合意」と「アグロユニオン」は、３月に「社

会運動」という新党を結成すると発表していたにもか

かわらず、協力関係を解消すると発表した。「合意」

は、両党のプログラムに相違が見られたことを理由

に挙げた。また、「アグロユニオン」のコウォジェイ

チャク党首は、単独で選挙に臨むと述べた。 

 

憲法法廷法改正案を巡る動き【２３日】 

２３日、下院の司法・人権委員会は、憲法法廷に

おける大法廷を開くために必要な判事の人数を減ら

す憲法法廷法改正案に関する審議を行い、法案の

内    政 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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採択を勧告した。興味深いことに、ジョブロ法相率い

る連立与党「主権ポーランド」が賛成票を投じた。

ジェチポスポリタ紙は、これは与党「法と正義」（ＰｉＳ）

と「主権ポーランド」が政治的な合意に達したことを

示していると述べ、他方でこのような協力が、法案採

択プロセスが完了するまで続くかどうかはわからな

いと報じた。 

 

ジョブロ法相とモラヴィエツキ首相との相互批判【２３

日～２４日】 

２３日、ジョブロ法相（連立与党「主権ポーランド」

（ＳＰ）党首）は、週刊誌「ド・ジェチ」のインタビューに

応じ、ＥＵにおける最重要の決定事項のすべてにつ

いて、モラヴィエツキ首相（与党「法と正義」（ＰｉＳ）副

党首）は過ちを犯していると強く非難した。これに対し、

同日、モラヴィエツキ首相は、「よくうめく牛は、あまり

ミルクを出さない。」と応じた。同日、ジョブロ法相は、

モラヴィエツキ首相に対し、実質的な討論を行うこと

を提案した。２４日、ミュレル政府報道官は、ＰｉＳはＳ

Ｐと共に選挙に臨む意図を持っているが、現実的な

期待値を設定する必要があると述べ、「ＳＰは、０．７

～１％の支持を得ているが、このような政党が立候

補者名簿についてさらに真剣な提案を要求すること

は難しい。」と付言した。同日、ガゼタ・ヴィボルチャ

紙は、ＰｉＳ内部では、このようなやりとりは、「統一右

派」の立候補者名簿においてＳＰの立候補者の順番

が上がるようカチンスキＰｉＳ党首に圧力をかける試

みであると認識されていると報じた。また、同紙によ

れば、ＳＰ関係者曰く、ＰｉＳとＳＰの間に争いはない

が、ジョブロ法相は、モラヴィエツキ首相が選挙を経

て首相続投となることを望まないＳＰの人々の意見を

述べたのであるという。他方、ジョブロ法相とモラヴィ

エツキ首相の間でのやりとりは、ＰｉＳが議会に提出

した憲法法廷法改正案の第１読が行われる前に行

われており、ＰｉＳが同改正案を議会で通すためには

ＳＰの協力が必要不可欠であるといわれているにも

かかわらず、連立与党幹部同士で強く批判し合う意

図に注目が集まっている。 

 

デジタル化大臣、「法と正義」（ＰｉＳ）のヴロツワフに

おける下院議員第１候補へ【２４日】 

２４日、ガゼタ・ヴィボルチャ紙は、チェシンスキ・デ

ジタル化大臣がヴロツワフ選挙区における与党「法

と正義」（ＰｉＳ）の下院議員第１候補になると報じた。

同紙によれば、同大臣はモラヴィエツキ首相の側近

とされており、今回の動きは、同首相が党のヴロツワ

フ支部で影響力を強めていることの表れであるという。 

 

選挙公約の評価に関する世論調査【２４日】 

２４日、ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙は、ユナイ

テッド・サーベイズが行った選挙公約の評価に関す

る世論調査分析を発表した。調査によれば、高齢者

と子どものための医薬品の無償化や税控除額の引

上げなどが、選挙公約として最も人気が高いことが

わかった。与党「法と正義」（ＰｉＳ）が発表した子ども

手当「８００＋」については、５３％が賛成し、４２％が

反対しており、評価が分かれている。興味深いのは、

ＰｉＳの支持者の中で野党の公約を支持する人々が

多く、逆もまた然りであることである。例えば、ＰｉＳの

支持者の６８％は、最大野党「市民プラットフォーム」

（ＰＯ）が発表した「おばあちゃん手当」を支持してい

るそうだ。 

 

ゲルヴェル外務次官と李輝中国政府ユーラシア事

務特別代表との会談【１９日】 

 １９日、ゲルヴェル外務次官（アジア大洋州担当）

は、ウクライナに続きワルシャワを訪問した李輝中国

政府ユーラシア事務特別代表と会談を行った。李輝

特別代表の訪問の目的は、ロシアによるウクライナ

侵略に対する中国の立場について、ＥＵの主要パー

トナーたちと協議を行うことであった。ゲルウェル外

務次官は、中国・ウクライナ間の首脳電話会談や李

輝特別代表による今回の訪問によって示された、最

近中国がウクライナと行っている対話について肯定

的に言及した。また、ゲルヴェル次官は、ロシアによ

るウクライナ侵略は、地域と世界の安定と安全保障

に対する重大な挑戦であることを強調した。 

 

伊防空駆逐艦のポーランド展開【２０日】 

 ２０日、ブワシュチャク副首相兼国防大臣は、クロ

セット伊国防大臣との合意に基づいて、伊海軍の駆

逐艦「カイオ・ドゥイリオ」がグディニャに入港し、搭載

する強力な防空ミサイルにより約半年間にわたって

ポーランドの防空を強化し、沿岸と重要インフラを防

衛する予定であることを明らかにした。 

 

ラウ外相のＥＵ外務理事会出席【２２日】 

 ２２日、ラウ外相は、ブリュッセルで開催されたＥＵ

外務理事会に出席した。同理事会では、ロシアによ

るウクライナ侵略、アフリカの角地域の情勢等が主

な議題となった。また、同理事会に参加した西バルカ

ン諸国の外相との協議も実施された。 

 

ウクライナのＦ－１６戦闘機パイロットに対する訓練

【２３日】 

 ２３日、ブワシュチャク副首相兼国防大臣は、ブ

リュッセルで開催されたＥＵ国防大臣会合に参加し、

会見において、「ポーランドは、ウクライナのＦ－１６

戦闘機パイロットに対する訓練を行う用意がある。訓

練はまだ開始されていないが、ポーランドで行われ

ているＥＵの訓練ミッションの一部として行われるべ

きであると提案した。」と述べた。 

 

外交・安全保障 
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ラウ外相とアルバレス・ブエノ・スペイン外相及びア

ウレスク・ルーマニア外相との会談【２３日】 

 ２３日、ラウ外相は、バレンシア訪問中、アルバレ

ス・ブエノ・スペイン外相及びアウレスク・ルーマニア

外相と会談を行った。会談の目的は、安全保障に関

する議論を行うこと、スペインがＥＵ議長国となる約１

か月前というタイミングでＥＵに関する重要な問題を

提起することであった。ポーランドと同２か国は、安

全保障を含むさまざまな分野で非常に友好な協力関

係を維持している。外相たちは、参加国間の政務協

議の有効性に合意し、フォーマットを維持することへ

の関心を表明した。 

 

ドゥダ大統領の英国訪問【２３日～２４日】 

 ２２日から２３日にかけて、ドゥダ大統領は、英国を

訪問し、スナク英首相が主催するロンドン防衛会議

に参加するとともに、在英ポーランド人コミュニティと

の交流を行った。また、同大統領は、ウォール・スト

リート・ジャーナルＣＥＯ評議会会合に参加し、ウクラ

イナの復興に向けたポーランドの役割などについて

言及した。 

 

ブカレスト・ナイン国家安全保障顧問会議【２４日】 

 ２４日、シエヴィエラ大統領府国家安全保障局（ＢＢ

Ｎ）長官が主催するブカレスト・ナイン（Ｂ９）国家安全

保障顧問会合が行われた。同会合は、７月のＮＡＴＯ

首脳会合及び９月のＢ９首脳会合に向けた準備の一

環である。同会合の目的は、ＮＡＴＯにおける抑止

力・防衛力強化において、東方諸国の立場を向上さ

せることや、ウクライナのＮＡＴＯ・ＥＵ加盟に向けた

支援について議論することなどであった。 

 

新世代潜水艦の調達【２４日】 

 ２４日、ブワシュチャク副首相兼国防大臣は、ワル

シャワで開催されたＤＥＦＥＮＣＥ２４主催のカンファレ

ンスにおいて、新世代潜水艦を調達するための「オ

ルカ」プロジェクトを今年中に立ち上げることを発表し

た。ポーランドの新世代潜水艦は、陸上目標を攻撃

するための巡航ミサイルを搭載することになる。 

 

ステファンチューク・ウクライナ最高会議議長のポー

ランド訪問【２４日～２５日】 

 ２４日から２５日にかけて、ステファンチューク・ウク

ライナ最高会議議長がポーランドを訪問した。同議

長は、ドゥダ大統領、モラヴィエツキ首相、ヴィテク下

院議長、グロツキ上院議長と会談を行うとともに、

ポーランド下院において演説を行った。

ニュースサイトに対するサイバー攻撃が発生【１８日】 

 １９日朝、ポーランドの複数のニュースサイトがサイ

バー攻撃の被害に遭い、一部のサイトでは一時アク

セスが困難になった。デジタル化省の高官は、本事

案について、ロシアの関与が疑われており、同国が

仕掛ける情報戦争の一環であるとの見解を示した。

同高官によると、ポーランドはサイバー攻撃を頻繁

に受けている国の一つとされる中、これまでの攻撃

は主に政府系サイトを標的としていたが、今回の攻

撃は人気のあるニュースサイトを標的にしたもので

あった。また、情報空間セキュリティ委員会の関係者

によると、ポーランドに情報戦争を仕掛けて混乱を引

き起こさせようとするロシアの意図に呼応するかのよ

うに、ネット空間のハッカー集団もポーランドのサイト

にサイバー攻撃を仕掛けてきている状況が見られる

という。 

 

犯罪組織による密輸・密航が活発化【２４日】 

 ２４日、ジェチポスポリタ紙は、ポーランド国境警備

隊の統計等から、ウクライナ人を中心とする犯罪組

織によるポーランドへの密輸及び密航が活発化して

いることを報じた。 

 犯罪組織は、ポーランド国内でも活動しており、同

国での滞在や越境に必要な在留カードや運転免許

証を偽造している。特に、偽造された運転免許証は、

ウクライナ等から西ヨーロッパへ不法移民を運ぶい

わゆる「運び屋」によって利用されている。２０２２年

にポーランドで書類偽造の容疑で逮捕された１，２４

９人のうち、７９４人が外国人、６５９人がウクライナ

人であった。これら偽造書類をウクライナ等から密輸

する事案も増加しているという。 

また、ポーランドへの自動車の密輸が、２０２２年

に前年比で５０％増加し、武器弾薬の密輸は、２０２

１年の１，４３８個から２０２２年には８，３２８個に増加

した。 

なお、ポーランドへの入国拒否事案の多くをウクラ

イナ人が占めており、２０２２年には、２万１，０００人

以上のウクライナ人が入国を拒否され、そのうち

ポーランドへの安全上の脅威を理由とするものが２，

８００人以上とされる。 

 

 

 

 

治    安    等 
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４月商品小売売上高７．３％減【２４日】 

  ポーランド統計局（ＧＵＳ）の発表によると、１０人

以上の従業員を抱える店舗で算出される４月の商品

小売売上高は、恒常価格ベースで前年同月比７．

３％減となり、３月と同じ結果となった。このような売

上高の減少は、流行病対策で買い物の機会が制限

された２０２０年を除けば、ポーランドでは初めてのこ

と。小売売上高の前年比低迷には、主に３つの原因

があり、ひとつは高インフレで、家計所得の購買力が

低下し、家計が節約を余儀なくされていること。もう

ひとつは、信用力の低さから不動産市場が低迷し、

ホームセンターの需要が減少していること。しかし、３

月、４月ともに小売売上高が減少したのは、ウクライ

ナからの難民の大量流入とポーランド人による彼ら

のための支出によってポーランド国内の需要が高

まった２０２２年の参照ベースが高かったことが主因

とされている。 

  

４月工業生産販売額６．４％減【２３日】 

２０２３年４月の工業生産販売額（定価）は前年同

月比６．４％減と、２０２３年３月の３％減に続き、２０

２０年５月以来の減少となった。産業低迷の主な原

因は、高インフレによる消費・住宅需要の崩壊で、家

計の購買力が侵食されている。 

詳細なデータは一概に悲観的なものではなく、同

セクターの弱さは、いくつかの一時的な擾乱の積み

重ねの結果といえる。まず、１年前の高いベースライ

ンによって、エネルギーと鉱業部門の生産が大きく

落ち込んでいる。一方、製造業では、不利な暦のパ

ターン（労働日数の減少）により、生産高の減少が３

月の前年同月比０．４％から５．６％に加速した。こ

れは、サプライチェーンが遮断され、関連する生産残

を回収する効果がなくなったことに起因し、減速は、

特に建設関連財や消費財の製造業で感じられる。輸

出主導型産業では、３月の前年同月比１２．８％から

４月は前年同月比０．８％の上昇にとどまったものの、

生産は増加した。 

  

２０２３年給与上昇率９％増見込み【１９日】 

ＷＴＷコンサルティングの最新調査によると、今年

の正社員の給与予算は、平均して９％増加する見込

み。この調査は、今年２月下旬から３月上旬にかけ

て、さまざまな業界の大企業を中心とした１１５の民

間企業を対象に実施された。そのうちの大半（６３％

の企業）は、主要な従業員に対して追加の昇給を導

入する予定。また、かなりの数の企業が給与体系を

更新し、（福利厚生を含む）総報酬パッケージの価値

に従業員の注意を喚起することになる。労働組合は、

今年予定されている７％または８％の昇給は、現在

のインフレ率ではあまりにも低すぎると指摘し、予算

部門における給与前提の追加改定を要求している。 

  

 

日・ポーランド企業、ウクライナに於いて、グリーン水

素・アンモニア製造へ【１９日】 

日本、ポーランド、ウクライナの３カ国は、ウクライ

ナのブチャ市に Green Industrial Zone を建設する意

向を示す書簡に署名した。 

今回の合意により、ブチャ市は３，０００ヘクタール

の面積を持つグリーン産業ゾーンのために、都市周

辺地域を寄贈する。ポーランドの Hynfra 社がコンセ

プトとデザインを担当し、日本のつばめＢＨＢ社が安

全なグリーンアンモニア貯蔵施設建設のための技術

を提供する。また、ウクライナのエンジニアリング会

社である UTEM が建設工程を実施する予定。 

 Green Industrial Zone プロジェクトでは、地産地消

のエネルギー生産が行われる。太陽光発電や風力

発電などの再生可能エネルギーから水素とアンモニ

アを製造し、電気、燃料、肥料に利用する予定。 

 

ＶＩＳＡ、ポーランドにグローバル・テクノロジーハブ開

設へ【２３日】 

米国の金融サービス会社であるＶＩＳＡは、ポーラ

ンドにグローバル・テクノロジーと製品のハブを開設

する予定であると発表した。 

同社広報担当は、この計画により今後数年間で最

大１，５００人の技術専門家を雇用する予定で、この

分野では中・東欧で初めてとなると述べた。 

さらに、同センターは、現地の専門家の協力を得

て、新製品やイノベーションの開発に重点を置くと予

定。ポーランドは高度なスキルを持つＩＴ人材の供給

源として認識されるようになってきていると加えた。 

 

ヤマルパイプラインを通じたガス供給停止に対し、露

ガスプロムに１０億ユーロ以上の補償を要求【１９日】 

ヤマル-ヨーロッパ・ガスパイプラインのポーランド

区間の所有者である Europol Gaz は、露ガスプロム

に対し、総額約６０億ズロチ（１３億２，０００億ユーロ）

相当の補償請求を求めると、サシン副首相兼国有財

産大臣が明らかにした。 

Europol Gaz は、ガス配送のための延滞金約８億

５，０００万ズロチ（１億８，７００万ユーロ）の返還を求

め、露ガスプロムを相手に仲裁裁判を起こしたと同

大臣は述べた。 

更に、同パイプライン建設に当たり、ロシア側が２

マクロ経済動向・統計 

ポーランド産業動向 

エネルギー・環境 



 - 6 - 

０４５年までガスを供給するという条件の下、ポーラ

ンドは資金を拠出した。ガスが供給されないのであ

れば返金を要求する権利があり、２０４５年までに失

うことになる推定利益（５０億ズロチ（１１億ユーロ）以

上）を要求するだろうと加えた。 

 

ポーランド電力価格【２２日】 

昨年のエネルギー危機の際、ポーランドのエネル

ギー構成は、ガスの比率が少なかったため、高価な

エネルギーからポーランドを救った。 

一方、現在、ポーランドは高いエネルギー価格を

維持している。欧州送電システム運用者ネットワーク

（ENTSO-E）のデータによると、ポーランドの電力ス

ポット市場では、平均１２５ユーロ／１ＭＷｈで取引さ

れている。 

一方、フランスの平均価格は１２１ユーロ、ドイツは

１１０ユーロ、フィンランド７０ユーロ、スペイン８９ユー

ロとなっている。 

ポーランドの価格水準は、スロバキア、ハンガリー、

オーストリアと同様となっており、最も高いのは、イタ

リア１４６ユーロ、ギリシャ１４４ユーロである。 

 

国営電力会社、洋上風力発電所建設の資金確保【２

４日】 

国営電力会社（ＰＧＥ）の社長は、洋上風力発電所

プロジェクトの実施に必要な資金を確保できると確信

していると述べた。風力発電所 Baltica 2 と Baltica 3

については、すでに必要額を超える資金提案を受け

取っていると加えた。 

洋上風力発電の主要分野では、４月２０日にシー

メンス・ガメサと Baltica 2 プロジェクト用の風力タービ

ンの納入契約を締結した。 

 

駐ポーランド独大使、ノルドストリームは間違いだっ

たと発言【２４日】 

駐ポーランド独大使は、当地ラジオのインタビュー

に応じ、ノルドストリーム２とノルドストリーム１のパイ

プラインは間違いであると発言した。更に、ＥＵは決

して紛争のない地域にはならず、むしろ、加盟国の

利害を平和的に調整するための方法であり、確立さ

れたルールに従って行われる一種の制度化された

紛争である。この方法で行われたすべての決定が正

しいというわけではなく、ドイツ人が常に正しい決定

を下していると言うのは、私が最後の人間であると述

べた。 

間違いにつながったこれらの決定をしたのはどの

政府なのかとの問に対し、アンゲラ・メルケル政権を

含む異なるドイツ連邦政府であると回答した。

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近、ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が、経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証、（２）ド

イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ）、又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ、これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため、現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し、最初にドイツ入国を予定している場合には、注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが、シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には、滞在国及び経由国の入国審査、滞在許可制度の詳細につき、各国の政府観光局、我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし、事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは、シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合、最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ、その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年６月現在）：２６か国 

アイスランド、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキ

ア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポーラン

ド、ポルトガル、マルタ、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

１ 外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

大使館からのお知らせ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
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に、日頃から注意を怠らないようにする。 

２ 以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピング・モール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

３ 上記２の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにその場

を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意を払う。 

４ 現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

５ 不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

テロ・誘拐対策に関しては、以下も併せて参照してください。 

（１）パンフレット「海外へ進出する日本人・企業のための爆弾テロ対策 Q＆A」 

（パンフレットは、https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html に掲載。） 

（２）パンフレット「海外旅行のテロ・誘拐対策」 

（パンフレットは、http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html に掲載。） 

（３）ゴルゴ 13 の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル 

（マニュアルは、http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html に掲載） 

６ テロの類型別留意事項は以下のとおりです。 

【車両突入型テロ】 

●ガードレールや街灯などの遮へい物がない歩道などでは危険が増すことを認識する。 

●歩道を歩く際はできるだけ道路側から離れて歩く。 

【爆弾、銃器を用いたテロ】 

●爆発や銃撃の音を聞いたら、その場に伏せるなど直ちに低い姿勢をとり、頑丈なものの陰に隠れる。 

●周囲を確認し、可能であれば、銃撃音等から離れるよう、低い姿勢を保ちつつ速やかに安全なところに退

避する。閉鎖空間の場合、出入口に殺到すると将棋倒しなどの二次的な被害に遭うこともあるため、注意が

必要。 

●爆発は複数回発生する可能性があるため、爆発後に様子を見に行かない。 

【刃物を用いたテロ】 

●犯人との距離を取る。周囲にある物を使って攻撃から身を守る。 

【イベント会場、空港等の屋内でのテロ】 

●不測の事態の発生を念頭に、出入口や非常口、避難の際の経路等についてあらかじめ入念に確認する。 

●会場への出入りに際しては、混雑のピークを外し、人混みを避ける。 

●セキュリティが確保されていない会場の外側や出入口付近は危険であり、こうした場所での人混みや行列

は避けるようにする。空港等では、人の立入りが容易な受付カウンター付近に不必要に近寄ったり長居した

りすることはせず、セキュリティ・ゲートを速やかに通過する。 

●二次被害を防ぐため、周囲がパニック状態になっても冷静に行動するよう努める。 

 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

 外務省では、２０２１年７月から、日本のＮＰＯ５団体と連携し、在外邦人の皆様がＮＰＯ団体にチャットやＳＮＳ

を通じて直接相談することを支援する取り組みを開始しました。下記リンク先よりＮＰＯ５団体の取組などが紹

介されておりますので、ご関心のある方は是非ご活用下さい。 

（外務省海外安全ＨＰ） https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.htmｌ 

 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。共にオンラインでの提出・登録が可能です。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事

館からの連絡を受け取ることができます。また、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておく

ようにしてください。 

また、「在留届」をご提出いただいた方におかれましては、ご帰国やお引っ越し、ご提出いただいた記載内容

に変更があった場合には、「変更届」や「帰国・転出届」の提出をお忘れなくお手続き下さい。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html
https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html
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下記リンク先から「在留届」の提出及び「たびレジ」に登録することができます。 

（在留届）  https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html 

（たびレジ） https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染が世界各地で報告されており、感染が報告された国々に

渡航していた方を介して、感染が更に拡大する可能性があります。 

ポーランドでも２０２０年３月４日に国内で初の同ウイルス感染者が認められて以降、感染者が増加し、同３

月２０日には、感染事態が宣言されました。２０２２年３月２８日以降、ポーランドにおける防疫措置が大幅に緩

和され、マスク着用義務は医療施設内などに限定されましたが、人混みでのマスク着用は引き続き推奨されて

います。同年５月１６日以降は、「感染事態」から「感染脅威事態」に変更される旨が発表されています。 

最新情報を収集すると共に、手洗いうがいの励行、咳や発熱が認められる人に安易に近づかない等、感染

予防に努めてください。また、同ウイルスの感染拡大に伴い、東洋人に対する風評被害が発生しているとの情

報もあるところ、ポーランド国内で被害に遭われた場合は、発生場所、日時等を含む可能な限り詳細な情報を

当館領事部に提供いただくようお願いいたします。 

外務省は本件に関し、広域情報を発出いたしました。在留届を提出した方及び「たびレジ」へ登録している方

には既にメールが配信されております。最新情報は、下記リンク先で御確認ください。 

https://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

領事部連絡先 

E メール：cons@wr.mofa.go.jp 

電話番号：22-696-5005（受付時間：月～金曜日 9:00～12:30、13:30～17:00） 

 

マイナンバーカード取得のお願い 

 マイナンバーカードは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で、多様化・拡大する様々な手続・

サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは、マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで、役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり、２０２１年から一部の医療機関で健康保険証としても使えるようになっています。 

現時点では、日本国内に住民登録のない海外居住者は、マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが、令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで、現在、在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は、市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので、帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう、お願い申し上げます。 

 

年金受給者の現況届提出について 

海外に居住している年金受給者は、年金の支給を引き続き受けるために、毎年、現況届に在留証明書等の

生存確認ができる書類を添えて、日本年金機構（以下「機構」という。）へ提出いただく必要があります。しかし、

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の影響によって郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居

住する年金受給者については、提出期限までに現況届を機構に提出することや機構から現況届様式を送付す

ることができなくなっています。 

このため、郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居住する年金受給者（提出期限が令和２年２月

末日以降である者）については、それぞれの国・地域において郵便の受付が再開された３か月後までの間は、

現況届の提出がなくても年金の支払いを継続する取扱いになりました。詳細については、下記リンク先を御確

認いただくか、日本年金機構のねんきんダイヤルにお問い合わせください。 

ねんきんダイヤル： （８１）３－６７００－１１６５ 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html 

 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 
成年年齢が２０歳から１８歳に引き下がる民法の改正（平成３０年）に伴い、旅券法の一部改正を行った

ことにより、令和４年４月１日以降、有効期間が１０年の旅券の申請可能な年齢及び、旅券発給申請に当た

り親権者の同意が不要となる年齢が１８歳以上となります。 

 

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
https://www.anzen.mofa.go.jp/
mailto:cons@wr.mofa.go.jp
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html
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旅券のオンライン申請等の開始について 
２０２３年３月２７日から旅券の申請手続きをオンラインで行うことができるようになりました。オンラ

イン申請を行っていただければ、在外公館に来館する必要はなくなりますので、是非ご活用下さい。オンラ

イン申請を行うためには、スマートフォンへの在留邦人用旅券申請アプリのインストールやオンライン在留

届（ＯＲＲネット）への登録が必要となります。なお、新規旅券の受取は、引き続き当館に来ていただく必

要がありますのでご留意下さい。 

詳細：https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 

平日 ９:００ – １２:３０及び１３:３０ – １７:００ 

 

問合せ 先：在ポーラン ド日本大 使館広報文化 セン ター （電話 ：２ ２-５ ８４- ７３ ００ 、E メール： info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

 

〔開催中〕展覧会「原研哉～Make The Future Better Than Today～日本のグラフィックデザイン」【２０２３年３月２４

日（金）～７月３０日（日）】 

ポズナン国立博物館にて、展覧会「原研哉～Make The Future Better Than Today～日本のグラフィックデザイ

ン」が開催中です。日本のグラフィックデザイン作品を紹介する展覧会です。入場は有料です。 

開催場所：Muzeum Narodowe w Poznaniu, Aleje Marcinkowskiego 9, Poznań 

詳細：https://mnp.art.pl/en/galeria/kenya-hara-make-the-future-better-than-today/ 

 

〔開催中〕写真展「明に向かいて治む国～１９世紀から２０世紀への変わり目の写真で見る日本～」【２０２３年５月１

７日（水）～６月１６日（金）】 

ワルシャワ蜂起博物館支部「Fotoplastikon Warszawski」にて、写真展「明に向かいて治む国～１９世紀から２０世

紀への変わり目の写真で見る日本～」が開催中です。明治時代の日本を撮影した写真展です。入場は有料です。 

開催場所：Fotoplastikon Warszawski, Al. Jerozolimskie 51/9 

詳細： https://fotoplastikonwarszawski.pl/wydarzenia/kraj-swiatlych-rzadow-japonia-fotografiach-przelomu-xix-xx-

wieku/ 

 

〔予定〕第２４回オリンピック・ピクニック【５月２７日（土）１２：００～１８：３０】 

 ワルシャワ市のケンパ・ポトツカ公園にて、ポーランド・オリンピック委員会主催「第２４回オリンピック・ピクニック」

が開催されます。オリンピック競技種目に関連した体験型ブースや子ども向けコンクール等が予定されています。入

場は無料です。 

開催場所：Park Kępa Potocka w Warszawie 

詳細：https://olimpijski.pl/24-piknik-olimpijski-juz-27-maja/  

 

〔予定〕第８回日本祭り「Matsuri – Piknik z Kulturą Japońską」【６月１７日（土）１１：３０～１９：００】 

 ワルシャワ市のスウジェフ文化センターにて、ポーランド商工会、ポーランド日本人会及び在ポーランド日本

大使館共催による第８回「日本祭り」が開催されます。様々なステージ演目、武道、着付け、書道、マンガ、生け

花、けん玉等のワークショップ・展示など日本をまるごと体験できるイベントです。そのほか、日経企業による展

示、日本食の販売なども予定されています。入場料は無料です。 

開催場所：Służewski Dom Kultury, ul. Jana Sebastiana Bacha 15, Warszawa 

詳細： 

フェイスブック：https://www.facebook.com/nihon.matsuri.piknik  

インスタグラム：https://www.instagram.com/nihon.matsuri/  

ウェブサイト：http://www.pl.emb-japan.go.jp/matsuri.html 

 

〔予定〕ウクライナ避難民支援・能公演【２０２３年６月１８日（日）】 

ワルシャワ国立劇場にて、宝生流ワルシャワ能公演実行委員会主催「ウクライナ避難民支援・能公演」が開催さ

れます。在ポーランドウクライナ避難民を支援するための慈善事業として、公演チケット売上及び公演会場での募金

は、ウクライナ避難民を支援する団体へ寄付されます。 

文化行事・大使館関連行事 

https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
https://mnp.art.pl/en/galeria/kenya-hara-make-the-future-better-than-today/
https://fotoplastikonwarszawski.pl/wydarzenia/kraj-swiatlych-rzadow-japonia-fotografiach-przelomu-xix-xx-wieku/
https://fotoplastikonwarszawski.pl/wydarzenia/kraj-swiatlych-rzadow-japonia-fotografiach-przelomu-xix-xx-wieku/
https://olimpijski.pl/24-piknik-olimpijski-juz-27-maja/
https://www.facebook.com/nihon.matsuri.piknik
https://www.instagram.com/nihon.matsuri/
http://www.pl.emb-japan.go.jp/matsuri.html
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開催場所： Teatr Narodowy w Warszawie, plac Teatralny 3 

詳細：https://www.ebilet.pl/teatr/pozostale/spektakl-japonskiego-teatru-no 

 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

https://www.ebilet.pl/teatr/pozostale/spektakl-japonskiego-teatru-no
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

